平成２３年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	公明党室蘭市議会

	議員名
	細川　昭広、砂田　尚子、柏木　隆寿

	調査実施年月日
	平成２３年１１月１６日（水）

	調査先　自治体名等
	神奈川県　大和市

	調査項目
	「公営住宅の管理代行と指定管理者制度導入について」

	調査目的
	市営住宅の入退去手続き、維持管理等の業務を直営方式から指定管理者制度導入による民間力の活用をめざす。

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：　228,917人（Ｈ２３．４．１現在）　　　行政面積：　27.06ｋ㎡

２　視察内容
公営住宅についてはＨ16年3月31日付けで国土交通省住宅局長から「公営住宅の管理と指定管理者制度」についの通達がだされ、従来の管理委託制度から指定管理者制度が創設され議会の議決を経て民間事業者にも施設の管理を行うことが出来るようになった。大和市での管理戸数は全15棟564戸でありＨ14年度に「大和市市営住宅ストック活用総合計画」を策定し計画修繕を行ってきたが住戸の老朽化に伴う小規模修繕の増加、各種届出書類等の事務処理増大、違反入居者への対応、高齢者世帯、障がい者世帯等への安否確認などきめ細やかな対応が求められること、行革の推進によるアウトソーシング導入によって事務処理の効率化、居住者サービスの向上をめざしＨ18年度に検討を行いＨ19年度入居者説明会、指定管理者公募、選定を行いＨ20年度から実施している。

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	周辺市の横浜市、横須賀市、藤沢市、相模原市などがＨ18年度から指定管理者制度を導入しており、メリット、デメリットを把握できており、取組むべき課題も明確なため導入もスムーズにできたと感じる。また、民間マンションなどの管理業務に長けた業者が多いので指定管理者公募・選定に対してノウハウがあったと考える。本市で導入する場合、地場の不動産管理事業者単体で行えるのか不安な面もあるが宅建協会などと意見交換しながらも市営住宅の指定管理者導入は進めるべきだと感じた。


